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平成2８年1２月 

安 来 市 
 



                  

 

１．計画期間 平成 29年度～平成 33年度 

 

２．推計の考え方 

  ①平成 27年度決算及び平成 28年度普通交付税の決定額をベースに、現行（平成 28年 10

月現在）の制度が存続するものとして試算した。 

  ②消費税増税分を見込んだ。（平成 31年 10月 1日～） 

 

【歳入】 

  ③普通交付税において合併算定替の特例の段階的廃止に伴う影響額を見込んだ。 

  ④普通交付税算定の見直しによる影響額は 7割程度圧縮されるものと見込んだ。 

  ⑤交付税総額における普通交付税と特別交付税の割合は 94：6で推移すると見込んだ。 

  ⑥過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎対策事業債及び緊急防災・減災事業債の発行

は、期限の延長を見込んだ。 

 

【歳出】 

  ⑦予算単年度主義の原則に基づき、確保が見込まれる歳入の範囲内においての歳出予算の

設定に努めた。 

  ⑧人件費については、給料カット終了、再任用職員の所要額を見込んだ。 

  ⑨特別会計への繰出金については、それぞれの経営計画等により算定した額を計上した。 

 

３．概要 

  ①予算規模では、平成 29 年度に総合文化ホール建設事業、庁舎建設事業などの実施に伴

い 260億円台となるが、平成 30年度以降は 230億円規模となる。 

  ②普通交付税は、合併算定替の特例の段階的廃止により徐々に減額となるが、算定の見直

しにより、最終的な影響額は 4.8 億円程度（臨時財政対策債を含む。）と見込まれる。 

  ③実質公債費比率は、元利償還金の増により徐々に上がるものの、計画期間中 15％台で推

移する。 

  ④平成 29年度以降の財源不足額については、財政調整基金で補填する。 

 

-1-



中期財政計画について

【推計の考え方】

●平成27年度決算統計数値、H28決算見込みとし、平成33年度までの推計（5か年）とした

●現行制度が継続するものとして推計した

個人住民税

法人市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

譲与税

交付金

個別算定

包括算定

公債費　

使・手数料
分・負担金

個別の使用料、手数料を積算した

繰入金

市債

人件費

物件費

○定住対策事業補助金（H28～H30）を見込んだ

公債費

繰出金

合併算定替の特例の段階的廃止の影響を見込んだ
　H29 50％減　H30 70%減   H31 90%減　H32 100%減
（H28　一本算定差額　1,260百万円（臨財債含む）
  交付税算定の見直しにより上記差額は7割程度圧縮されるものと見込んだ

歳出

H28.9現在の退職予定者を見込んだ
人件費はカット終了、及び再任用職員の増による影響額を見込んだ

委託料等の金額が大きな物件費についてはそれぞれ所要額を見込んだ。それ以外は例年並みで見込んだ

補助費
○市立病院負担金　経営計画に基づく繰出相当額を見込んだ

償還計画により見込んだ

○国民健康保険事業　　保険税はH30に10％増で改定を見込んだ
　　　　　　　　　　　医療給付費は、H29は4％の伸び、H30以降は2％程度の伸びで見込んだ
○介護保険事業　　　　事業計画に基づく新規事業による増を見込んだ
○後期高齢者医療事業　制度が継続するものとして見込んだ
　　　　　　　　　　　1人当たりの総医療費は対前年度約1.4％増で、被保険者数は対前年度0.3％増で見込んだ
○下水道事業　　　　　H32に30%の料金改定を見込んだ
                     （但し、改定については近隣市の動向等を踏まえ検討する。）
○簡易水道事業　　　　水道会計統合後も簡易水道の繰出基準により所要額を見込んだ

普通建設事業 H33までは所要の特定事業を見込んだ

○地域振興基金　　トライアングル事業に毎年5百万円取崩し
　　　　　　　　　H29からH30の間、地方創生事業に充当するため75百万円ずつ取崩し
　　　　　　　　　H29から市民会館運営事業他ソフト事業に100百万円ずつ取崩し
○庁舎等整備基金　H29に330百万円取崩し
○市有財産整備基金　総合文化ホール建設事業に、H29に290百万円取崩し
　　　　　　　　　　各種施設改修事業に、H29に250百万円取崩し、ほか

○地方債の新規発行額（臨時財政対策債を含む）はH29～H30までは事業の集中整備により平均発行額は35億円規模となっ
た。
（庁舎建設、総合文化ホール建設事業、中海ふれあい公園整備事業、防災公園整備事業）

区　　分 推計の考え方

歳入

市税

○均等割　　納税義務者数の減により対前年税額0.5％減で見込んだ
　　　　　　特例期間中（H26～35）の均等割の標準税率を500円引き上げを見込んだ
○所得割　　納税義務者数の減により対前年度0.5％の減を見込んだ
○収納率　　現年分は98.0％　滞納分は20％で見込んだ

○均等割　　変化がないものとして見込んだ
○法人税割  対前年度１％増で推移するものと見込んだ
　　　　 　 H27～29年度、税制改正により12.1%、平成30年度以降は8.4%を見込んだ
○収納率　　現年分は99.5％　滞納分は15％で見込んだ

○土地　　　H28年度以降、地価の下落率は縮小すると見込み、対前年0.8％減とした。
○家屋　　　3年ごとの評価替えによる減価分を対前年度5%減とした。
　　　　　　家屋の新築、増築による新増分加算5百万円増を見込んだ
○償却資産　対前年税額2％減（新規分含む）を見込んだ
　　　　　　金属関連企業の設備投資による増を見込んだ
○収納率　　現年分は98.0％　滞納分は20％で見込んだ

○登録台数　各車種ごとに、過去の実績から増減率を推計し見込んだ
○収納率　　現年分は98％　滞納分は20％で見込んだ

○旧３級品以外　過去の平均増減率から本数を2.31％減で見込んだ
○旧３級品　　　過去の平均増減率・旧３級品の税率改正から本数を3.73％増で見込んだ

現行額程度を見込んだ

○地方消費税交付金
　H31.10月からの増税に伴う地方配分の増を見込んだ
　その他は現行額程度を見込んだ

普通交付税

事業費補正、密度補正は積算により見込んだ
その他、H29は1.0％の減、H30は対H28年度2.0％の減、H31は対H28年度3.0％の減、H32以降横ばいで見込ん
だ

過去3か年の実績と安来市人口ビジョンの推計に基づき、人口減による影響額を見込んだ

積算により推計した
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9
5

3
,
4
3
7
,
5
0
6

3
,
4
5
3
,
5
6
9

3
,
2
2
7
,
6
1
0

3
,
0
4
3
,
7
4
5

 
債

 
 
計

 
画

 
分

0
2
4
0
,
2
0
2

4
0
9
,
0
7
4

4
9
7
,
8
5
6

1
,
0
9
3
,
4
8
0

1
,
3
7
7
,
0
3
0

 
経

 
 
 
 
費

 
費

計
3
,
7
3
1
,
2
0
0

3
,
8
0
3
,
1
9
7

3
,
8
4
6
,
5
8
0

3
,
9
5
1
,
4
2
5

4
,
3
2
1
,
0
9
0

4
,
4
2
0
,
7
7
5

 
 
 
小

 
 
 
 
 
計

1
1
,
9
7
9
,
8
2
5

1
2
,
0
5
2
,
1
6
2

1
1
,
8
1
5
,
4
8
0

1
1
,
9
7
5
,
0
1
5

1
2
,
3
1
6
,
0
0
3

1
2
,
4
1
0
,
2
0
8

 
物

 
 
 
 
件

 
 
 
 
費

3
,
6
1
4
,
7
9
3

3
,
5
7
9
,
3
0
0

3
,
6
2
4
,
3
0
0

3
,
6
2
6
,
6
4
8

3
,
6
3
1
,
4
5
7

3
,
6
7
8
,
2
4
3

 
維

 
 
持

 
 
補

 
 
修

 
 
費

1
4
7
,
0
9
8

1
4
6
,
4
0
0

1
4
7
,
3
0
0

1
4
9
,
5
7
3

1
5
1
,
8
6
1

1
5
2
,
7
7
8

 
補

 
 
 
助

 
 
 
費

 
 
 
等

2
,
1
3
0
,
5
2
4

1
,
9
9
7
,
0
0
0

1
,
9
2
6
,
1
0
0

1
,
7
2
2
,
3
0
0

1
,
6
7
4
,
6
0
0

1
,
6
0
9
,
3
0
0

 
貸

付
金

・
投

資
及

び
出

資
金

2
6
0
,
6
4
0

2
5
3
,
9
0
0

2
5
4
,
2
4
0

2
5
3
,
5
4
0

2
5
3
,
5
4
0

2
5
2
,
9
4
0

 
積

 
 
 
 
立

 
 
 
 
金

3
1
9
,
4
4
1

3
0
3
,
5
6
5

3
0
3
,
1
0
1

2
0
2
,
9
6
7

2
0
2
,
9
0
3

2
0
2
,
8
0
0

 
繰

 
 
 
 
出

 
 
 
 
金

3
,
0
5
7
,
7
0
2

3
,
0
0
8
,
4
5
9

3
,
0
5
9
,
8
7
7

3
,
0
9
7
,
4
6
1

3
,
0
5
1
,
7
1
7

3
,
1
0
5
,
3
2
3

 
投

 
 
資

 
 
的

 
 
経

 
 
費

9
,
0
1
8
,
8
2
0

5
,
1
8
8
,
4
7
5

2
,
7
7
8
,
7
1
1

1
,
7
2
9
,
4
7
3

1
,
6
3
2
,
5
9
4

1
,
4
5
1
,
8
5
8

 
特

定
財

源
8
,
3
7
2
,
8
3
6

4
,
9
5
4
,
7
1
7

2
,
5
5
7
,
1
5
1

1
,
5
8
1
,
8
1
7

1
,
5
0
4
,
5
6
6

1
,
3
3
1
,
7
8
0

 
一

般
財

源
6
4
5
,
9
8
4

2
3
3
,
7
5
8

2
2
1
,
5
6
0

1
4
7
,
6
5
6

1
2
8
,
0
2
8

1
2
0
,
0
7
8

3
0
,
5
2
8
,
8
4
3

2
6
,
5
2
9
,
2
6
1

2
3
,
9
0
9
,
1
0
9

2
2
,
7
5
6
,
9
7
7

2
2
,
9
1
4
,
6
7
5

2
2
,
8
6
3
,
4
5
0

内
　

訳

 
合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計
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第
３

表
  
基
金
現
在
高

 
団

 
 
体

 
 
名

安
来

市

（
単

位
:
千

円
,
％

）

H
2
8

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

0
2
5
0
,
6
1
2

3
0
7
,
8
1
2

2
7
1
,
2
7
3

3
3
9
,
0
2
1

4
2
6
,
4
4
6

 
積

立
分

3
7
,
8
0
3

0
0

0
0

0

 
利

子
分

4
,
8
8
4

9
1
0

8
1
0

6
9
0

5
8
0

4
4
0

 
小

　
計

4
2
,
6
8
7

9
1
0

8
1
0

6
9
0

5
8
0

4
4
0

2
,
3
0
8
,
2
3
1

2
,
0
5
8
,
5
2
9

1
,
7
5
1
,
5
2
7

1
,
4
8
0
,
9
4
4

1
,
1
4
2
,
5
0
3

7
1
6
,
4
9
7

0
0

0
0

0
0

 
積

立
分

0
0

0
0

0
0

 
利

子
分

8
6
5

1
6
0

1
6
0

1
6
0

1
6
0

1
6
0

 
小

　
計

8
6
5

1
6
0

1
6
0

1
6
0

1
6
0

1
6
0

3
9
7
,
0
8
6

3
9
7
,
2
4
6

3
9
7
,
4
0
6

3
9
7
,
5
6
6

3
9
7
,
7
2
6

3
9
7
,
8
8
6

1
,
0
1
5
,
5
8
0

1
,
4
4
5
,
0
0
0

6
1
3
,
4
0
0

4
1
1
,
9
0
0

5
0
4
,
0
0
0

4
4
2
,
6
0
0

 
積

立
分

3
0
0
,
0
0
0

3
0
0
,
0
0
0

3
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

 
利

子
分

1
3
,
6
9
2

2
,
4
9
5

2
,
0
3
1

1
,
8
9
7

1
,
8
3
3

1
,
7
3
0

 
小

　
計

3
1
3
,
6
9
2

3
0
2
,
4
9
5

3
0
2
,
0
3
1

2
0
1
,
8
9
7

2
0
1
,
8
3
3

2
0
1
,
7
3
0

6
,
2
4
7
,
3
0
0

5
,
1
0
4
,
7
9
5

4
,
7
9
3
,
4
2
6

4
,
5
8
3
,
4
2
3

4
,
2
8
1
,
2
5
6

4
,
0
4
0
,
3
8
6

取
　

 
 
崩

 
 
 
 
 
額

　
　

　
計

　
 
 
　

　
1
,
0
1
5
,
5
8
0

1
,
6
9
5
,
6
1
2

9
2
1
,
2
1
2

6
8
3
,
1
7
3

8
4
3
,
0
2
1

8
6
9
,
0
4
6

積
 
 
 
 
立

 
 
 
 
 
金

 
 
 
 
 
 
計

 
 
 

3
5
7
,
2
4
4

3
0
3
,
5
6
5

3
0
3
,
0
0
1

2
0
2
,
7
4
7

2
0
2
,
5
7
3

2
0
2
,
3
3
0

年
 
度

 
末

 
現

 
在

 
高

 
 
 
 
計

 
　

　
8
,
9
5
2
,
6
1
7

7
,
5
6
0
,
5
7
0

6
,
9
4
2
,
3
5
9

6
,
4
6
1
,
9
3
3

5
,
8
2
1
,
4
8
5

5
,
1
5
4
,
7
6
9

1
6
.
0

1
4
.
4

1
2
.
2

1
0
.
3

7
.
8

4
.
9

2
.
8

2
.
8

2
.
8

2
.
8

2
.
7

2
.
7

4
3
.
4

3
5
.
6

3
3
.
5

3
2
.
0

2
9
.
4

2
7
.
8

6
2
.
2

5
2
.
8

4
8
.
5

4
5
.
1

3
9
.
9

3
5
.
4

注
：

表
示

単
位

未
満

四
捨

五
入

の
た

め
、

基
金

現
在

高
比

率
の

計
は

各
基

金
の

比
率

の
計

と
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

り
ま

す
。

区
　

　
　

　
　

分

財
政

調
整

基
金

減
 
債

 
基

 
金

特
定

目
的

基
金

 
積

立
金

 
年

度
末

現
在

高

 
 
 
 
 
 
 
計

 

 
特

定
目

的
基

金

　
取

　
崩

　
額

基
金

現
在

高
比

　
　

　
率

 
財

政
調

整
基

金

 
減

 
債

 
基

 
金

 
積

立
金

 
年

度
末

現
在

高

　
取

　
崩

　
額

 
積

立
金

 
年

度
末

現
在

高

　
取

　
崩

　
額
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用 語 解 説 

 

 

 市税（地方税） 

  個人市民税、法人市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税、固有資

産所在市町村交付金 

 

 譲与税（地方譲与税） 

  地方譲与税としては、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税などがあり、国が国税

として徴収し、一定の基準によって地方自治体に譲与することとされているもの 

 

 交付金 

  利子割交付金、配当割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金などがあり、

道府県の徴収した税の一部を市町村に対して交付するもの 

 

 地方交付税 

  国税のうち所得税・法人税・酒税、消費税・地方法人税の一定割合の額を地方自治

体の財政状況に応じて、国から交付されるもの 

  普通交付税･･･各地方公共団体において合理的基準によって算定したあるべき一般

財源所要額（基準財政需要額）が、あるべき税収入（基準財政収入額）

を超える額を基礎として交付される。 

  特別交付税･･･自然災害や市町村合併など、普通交付税の算定で反映できなかった特

別の財政事情を考慮して交付される。 

  事業費補正･･･普通交付税の算定に用いる測定単位の数値の補正の一つで、地方債の

元利償還金等を指標としてその一定割合を割増算入するための補正。 

  公債費 ･････普通交付税の算定にあたり、災害復旧債などの特定の地方債について

当該年度の元利償還金を測定単位としてその一定割合を算入する方

式。 

 

 使用料・手数料、分担金・負担金 

  使用料・手数料は市施設利用料・住民票等の交付手数料等であり、分担金・負担金

は地方公共団体が課する受益者負担金など 
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 繰入金 

  特別会計から繰り入れるもの、基金から繰り入れるもの、財産区会計から繰り入れ

るものの３種あり、地方公共団体間会計相互の一種の繰替使用金 

 

 市債（地方債） 

  建設事業を行うための、政府および金融機関等からの借入金 

 

 人件費 

  市長などの特別職、議員、職員、各委員等に対し、勤労の対価、報酬として支出す

る経費 

 

 物件費 

  賃金、旅費、交際費、需用費、役務費（保険料除く）、委託料等に支出する経費 

 

 補助費 

  役務費（保険料）、負担金・補助及び交付金等に支出する経費 

 

 公債費 

  借り入れた市債の元利償還金及び一時借入金利子 

 

 繰出金 

  一般会計と特別会計又は特別会計相互間において支出される経費 

 

 扶助費 

  社会保障制度の各種法令（生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等）、または市条例

等に基づき被扶助者に対してその生活を維持するために支出する経費 

 

 投資的経費（普通建設事業） 

  施設等が将来に渡り住民サービスとして残るものに対して支出する経費 

 （道路橋りょう、学校、庁舎等公共用又は公用施設の新増築等の建設事業に要する経

費） 
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形式収支 

 歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた歳入歳出差引額。 

 

実質収支 

 当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、翌

年度に繰り越すべき財源を控除した額。 

 

標準財政規模 

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示

すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額。 

 

財政力指数 

地方公共団体の財政力を示す指数であり、標準的な行政活動を行うために必要な一

般財源需要額に対する地方税等の税収の割合をいう。この数値が高く、１に近いある

いは１を超えるほど財源（自主的な適応力）に余裕があることになる。 

 

経常収支比率 

  地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、地方税、普通交付税を

中心とする毎年度経常的（継続性・安定性）に収入される一般財源（経常一般財源）

が、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的（義務的）に支出される経費（経

常的経費）にどの程度充当されているかという割合。 

  この比率が高いと臨時的な支出にお金を回す余裕がなくなってきたことになり、財

政構造の硬直度が高いということになる。 

 

 実質公債費比率 

  一般会計の借入金の返済額の他に、公営企業会計等の借入金の返済額に対して一般

会計から繰り出す額や、将来の支払いを約束した経費の中で公債費に準ずるものなど

の大きさを指標化したもので、資金繰りの危険度を示す。 

 

地方債現在高比率 

普通会計の年度末地方債現在高の標準財政規模に占める割合を示す。 

今後償還すべき地方債の現在高が標準財政規模に対してどの程度になっているかをみ

ることにより、将来の公債費負担や地方債の発行可能額を把握するための指標。 
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